
　
Ⅲ  利用上の注意

１ 日本標準産業分類の改定（平成19年11月）にともない、平成21年２月調査から新産業分類に基づき表
章している。さらに平成21年２月調査から「医療，福祉」を追加しているため、平成20年11月調査以前との
比較は注意を要する。

２ この調査で「サービス業」とは、「サービス業（他に分類されないもの）」を指している。

３ 労働者の職種については、日本標準職業分類を参考とした独自の分類のほか、職務や技能の習熟度に
よる分類を使用している｡日本職業分類の設定（平成21年12月）にともない、平成23年２月調査より、職種の
見直しを行ったため、平成22年11月調査以前との比較は注意を要する。

４ 雇用調整等の実施状況に関する事項については回答していない事業所を｢実施していないまたは予定が
ない｣とみなして集計している。

５ この調査では、該当集計項目に回答していない事業所については、一定の回答をしたとみなして集計す
る(Ⅲ 利用上の注意　４)、当該事業所を除いて集計するほか、該当集計項目に回答していない事業所を
含むすべての事業所について集計するなど集計方法は項目により異なっている。

６ 判断Ｄ.Ｉ. (Ⅱ 主な用語の説明 ３参照) の季節調整は、センサス局法Ｘ-１２-ＡＲＩＭＡのなかのＸ-１１デフ
ォルトによる。

７ 統計表中の「０」は単位未満の割合を示し、「－」は調査客体がないもの、「△」はマイナスを示す。

８ この調査では、それぞれの回答をした事業所の割合を集計して表章しているが、労働者が多い事業所ほ
ど調査対象として選ばれやすくなっている（確率比例抽出）ため、実質的に、事業所の割合というよりもこうし
た回答をした事業所で働く労働者の割合に近い。

９ 用語の「正社員等」及び「臨時」の変更により平成20年２月調査から集計対象が一部異なっているため、
第３図、第５図の平成19年11月調査以前との比較は注意を要する。

10 調査の結果は、厚生労働省のホームページに掲載されている。
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